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平成２８年度医療提供体制推進事業費補助金における

事業計画の事後的評価について

秋 田 県

医療提供体制推進事業の状況

本県では、地域医療体制を充実・強化するため、県内の医療提供施設等にお

ける運営及び設備整備等を計画的に実施し、県民がいつでもどこでも受けられ

る医療体制づくりを目指している。

平成２８年度は、災害救急医療情報システム運営事業を実施するとともに、

救命救急センター及びドクターヘリ等の救急医療、周産期母子医療センターに

対する運営費の助成を実施した。設備関係については、病院群輪番制病院を担

う秋田県厚生農業協同組合連合会並びに飯島透析クリニック、秋田赤十字病院

の総合周産期母子医療センター及び救命救急センターの設備の高度化を図った。

１ 救急医療対策事業

１ 救命救急センター運営事業

事 業 区 分 救命救急センター運営事業

事 業 主 体 秋田赤十字病院

総 事 業 費 1,844,800千円

補助交付額 177,525千円

事業目的 重症および複数の診療科領域にわたる全ての重篤な

救急患者に対する、高度かつ24時間365日の総合的な

救急医療体制を確保する。

事業実施状況 24時間365日体制で、重篤救急患者のために高度な

総合的救急医療を行っている秋田赤十字病院救命救急

センターの運営に対して助成。

事業費の支出状況 秋田赤十字病院救命救急センター

補助額 177,525千円

(国 7,804千円 県 169,721千円)

事業実施における評価 秋田赤十字病院救命救急センターは国の充実段階評

価でＡランクである。

秋田赤十字病院救命救急センターは、県内唯一の救

命救急センターとして三次救急医療の中核を担ってお

り、今後も運営に対し県は支援を継続する必要がある。

資料６



- 2 -

２ ドクターヘリ導入促進事業

事 業 区 分 ドクターヘリ運航事業

事 業 主 体 秋田赤十字病院

総 事 業 費 288,524千円

補助交付額 250,549千円

事業目的 救急搬送体制が脆弱な地域の救急医療体制を強化す

るため、県内唯一の救命救急センターである秋田赤十

字病院にドクターヘリを導入し、搬送時間の短縮と救

命率の向上を図る。

事業実施状況 秋田赤十字病院を基地病院として、ドクターヘリを

運航。運航は朝日航洋（株）に委託している。

事業費の支出状況 運航費(委託料)：227,827千円

搭乗医師・看護師確保経費：44,154千円

運航連絡調員確保経費：445千円

運航調整委員会経費：973千円

その他：15,125千円

事業実施における評価 平成28年度の運航実績は416件の要請があり、267件

の出動があった。

今後、消防本部と基地病院による症例検討を重ね、

より連携を構築していく必要がある。

３ 救急医療情報センター運営事業

事 業 区 分 救急医療情報センター運営事業

事 業 主 体 秋田県

総 事 業 費 26,364千円

国庫補助金充当額 7,121千円

事業目的 災害発生時には、迅速かつ適切な医療救護活動を実

現する為に医療機関の被災状況の把握等を行う。平時

には、最寄りの救急病院の案内や、救急病院の応需情

報（診療、手術の可否、空床の有無など）を提供する。

事業実施状況 ・災害・救急医療情報システムの運営

・「秋田県災害・救急医療情報センター」を設置

事業費の支出状況 通信費：24,647千円(ｼｽﾃﾑﾊﾞｯｸｱｯﾌ使用料、通信設備使用料、

通信料、ｼｽﾃﾑ利用料金等)

その他： 1,717千円(人件費、需用費等)

事業実施における評価 本事業により災害・救急医療関係機関が相互に災

害・救急情報を共有することが容易になり、災害・救

急医療関係機関が行う医療救護活動や救急搬送の迅速

な実施に貢献している。

災害発生時の被災状況の把握はもとより、平時にお

いても救急病院等の医療機関情報を住民に提供するこ

とは、医療機関の情報公開制度への対応の面からも重

要であり、今後も引き続き運営していく必要がある。
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２ 周産期医療対策事業等

１（１） 周産期母子医療センター運営事業

事 業 区 分 周産期母子医療センター運営事業

（総合周産期母子医療センター）

事 業 主 体 秋田赤十字病院

総 事 業 費 1,118,403千円

補助交付額 122,145千円

事業目的 本県における急速な少子化の克服に向け、県民が等

しく周産期医療の提供を受けられ、安心して出産でき

るような環境を整備するため、総合周産期母子医療セ

ンターへの支援を行う。

事業実施状況 母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医

療、高度な新生児医療等の周産期医療を24時間365日

体制で行っている秋田赤十字病院総合周産期母子医療

センターの運営に対して助成した。

事業費の支出状況 秋田赤十字病院総合周産期母子医療センター

補助額 122,145千円

(国 4,500千円 県 117,645千円)

事業実施における評価 秋田赤十字病院総合周産期母子医療センターは、周

産期の三次医療の中核を担っている。平成28年度の

NICUの稼働率84.5%であり、本県の周産期医療につい

て貢献が大きいことから、今後も運営に対し支援を継

続する必要がある。
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２（１） 地域周産期母子医療センター運営事業

事 業 区 分 周産期母子医療センター運営事業

（地域周産期母子医療センター）

事 業 主 体 大館市立総合病院

総 事 業 費 112,254千円

補助交付額 11,543千円

事業目的 本県における急速な少子化の克服に向け、県民が等

しく周産期医療の提供を受けられ、安心して出産でき

るような環境を整備するため、地域周産期母子医療セ

ンターへの支援を行う。

事業実施状況 産科及び新生児医療を担当する小児科を備え、24時

間365日体制で、周産期に係る比較的高度な医療を行

っている大館市立総合病院地域周産期母子医療センタ

ーの運営に対して助成。

事業費の支出状況 大館市立総合病院地域周産期母子医療センター

補助額 11,543千円

(国 600千円 県 10,943千円)

事業実施における評価 大館市立総合病院地域周産期母子医療センターは、

周産期医療における県北部での中核を担っている。平

成28年度のNICUの病床稼働率は91%であり、県北部に

おける周産期医療について貢献が大きいことから、今

後も運営に対し支援を継続する必要がある。
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２（２） 周産期母子医療センター運営事業

事 業 区 分 周産期母子医療センター運営事業

（地域周産期母子医療センター）

事 業 主 体 平鹿総合病院

総 事 業 費 96,492千円

補助交付額 16,077千円

事業目的 本県における急速な少子化の克服に向け、県民が等

しく周産期医療の提供を受けられ、安心して出産でき

るような環境を整備するため、地域周産期母子医療セ

ンターへの支援を行う。

事業実施状況 産科及び新生児医療を担当する小児科を備え、24時

間365日体制で周産期に係る比較的高度な医療を行っ

ている、平鹿総合病院地域周産期母子医療センターの

運営に対して助成。

事業費の支出状況 平鹿総合病院地域周産期母子医療センター

補助額 16,077千円

(国 5,300千円 県 10,777千円)

事業実施における評価 平鹿総合病院地域周産期母子医療センターは、周産

期医療における県南部での中核を担っている。平成28

年度のNICUの稼働率は96%であり、県南部における周

産期医療について貢献が大きいことから、今後も運営

に対し支援を継続する必要がある。
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３ 地域医療対策事業

１ 医療連携体制推進事業

事 業 区 分 小児救急医療啓発事業

事 業 主 体 秋田県

総 事 業 費 578千円

国庫補助金充当額 288千円

事業目的 子どもの保護者等に対して、小児の急病時の対応方

法等についての講習会を実施するとともに、ガイドブ

ックを作成・配布することにより、小児の急病時にお

ける知識の普及啓発を図る。

事業実施状況 ・保護者講習会の実施

・ガイドブックの配布

事業費の支出状況 ・保護者講習会の実施 115千円（報償費、旅費等）

・ガイドブックの配布 463千円（需用費、役務費）

事業実施における評価 県内各地域で保護者講習会を８回実施するととも

に、小児急病ガイドブックを県内の保育所及び幼稚園

等に23,000部作成・配布し、子どもの急病時における

対応方法について、知識の普及啓発を図った。

小児救急ガイドブックについては、その内容が大変

分かりやすいと好評であり、今後は産科・小児科を標

榜する医療機関や乳幼児健診時にガイドブックを配布

するなど、小児の急病時における知識の普及啓発に努

めるため、今後も事業の継続が必要である。
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４ 医療提供体制設備整備事業

１ 医療提供体制設備整備事業

事 業 区 分 医療提供体制設備整備事業

事 業 主 体 秋田県

総 事 業 費 128,667千円

補助交付額 61,741千円

事業目的 一次医療圏や二次医療圏で対応することが困難で特

殊な医療需要に対し三次医療圏を提供する、県内唯一

の総合周産期母子医療センターである秋田赤十字病院

の設備の高度化を図り、地域の医療水準の向上に資す

るほか、地域医療体制を充実・強化するため、本県に

おいて地域の中核的な役割を担っている厚生連病院等

の設備整備を図り、県民がいつでもどこでも受けられ

る医療体制づくりを推進する。

事業実施状況 以下の事業を実施し、医療機器の整備充実を図った。

①周産期医療施設設備整備事業(秋田赤十字病院)

②小児医療施設設備整備事業(秋田赤十字病院)

③救命救急センター設備整備事業(秋田赤十字病院)

④病院群輪番制病院設備整備事業（大曲厚生医療センター）

⑤人工腎臓不足地域設備整備事業（飯島透析クリニック）

事業費の支出状況 ①秋田赤十字 12,284千円（国 6,142千円 県 6,142千円）

②秋田赤十字 15,776千円（国 7,888千円 県 7,888千円）

③秋田赤十字 25,761千円（国 11,830千円 県13,931千円）

④大曲厚生 7,200千円（国 1,570千円 県 5,630千円）

⑤飯島透析 720千円（国 720千円）

事業実施における評価 設備整備においては、総合周産期母子医療センター

等に医療機器が整備されたことにより、設備整備の高

度化が図られたものの、引き続き医療水準の向上に対

応した機器の高度化を図る必要がある。

また、未だ本県の医療機関は施設の老朽化・狭隘化

並びに設備の老朽化及び使用に伴う劣化が著しく、今

後も共同診療及び医療機器の共同利用の推進、地域の

医療機関との連携、救急医療体制の強化、患者の安全

性の確保といった観点から、整備促進が必要である。


